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Ⅰ．会社概要Ⅰ．会社概要  
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会社概要   

会社名：   東レ株式会社 

設立： 1926年1月設立：   1926年1月

資本金：   969億円 

売上高（仕向地別）： 日本 アジア 欧米他 計売上高（仕向地別）：

 （2009年度） 

会社数： 会社数 従業員数

日本 アジア 欧米他 計

7,875億円 

（57.9% 

3,925億円 

（28.9%） 

1,796億円 

（13.2%） 

13,596億円 

（100.0%） 

会社数：

従業員数： 

会社数 従業員数

東レ本体 1 6,915 

連結子会社 
国内 61 10,339 
海外 78 20,682 
計

37,936人  
計 139 31,021

持分適用 

子会社・関連会社 

国内 41 - 

海外 49 - 

国内 103 -

＜２０１０年３月３１日現在＞ 

連結対象会社 計 
国内 103
海外 127 - 
計 230 - 
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代表取締役社長 日覺 昭廣  



中国の台頭

東レグループの業績推移  

億円 億円 

アジア通貨危機

中国の台頭

リーマンショック  

バブル崩壊 

アジア通貨危機

日本の大手 
金融機関破綻 

ITバブル
第一次石油ショック 

プラザ合意 
（円高） 

ITバブル
崩壊 

ニクソンショック 
（円高） 

第二次石油ショック 
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Ⅱ．東レの環境物流の取り組みⅡ．東レの環境物流の取り組み   

Copyright 2010 Toray Industries, Inc. All Rights Reserved. 6 



１．東レ（連結）の物流費用構造  （2010年度予算）  

40%40%

 欧州   欧州  
  4%    4%  1% 1%

  3%     3%     35%     35%    40%   40%  

 東レ  関係会社

 日本  
 東レ  関係会社

 日本  
 米国   米国   中国   中国  

%%

 アジア   アジア  
 17%   17%  

  東レ 連結     東レ 連結     東レ 単体    東レ 単体  国内 関係会社 
（主要25社）

国内 関係会社 
（主要25社）

海外 関係会社 
（主要33社）

海外 関係会社 
（主要33社）

  100%     100%     35%     35%   
（主要25社）

 40%  
（主要25社）

 40%  
（主要33社）

  25%   
（主要33社）

  25%   
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 東レグループ連結でのＣO２削減への取り組みが課題   東レグループ連結でのＣO２削減への取り組みが課題  



＜参考＞ 東レのＣＯ２排出量推移  

-14%-14% -15%-15%

-1%-1% -8%-8%-24%-24%1%1% 8%8%24%24%

・地方港活用、モーダルシフト（鉄道輸送）の推進、   ・地方港活用、モーダルシフト（鉄道輸送）の推進、   
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地方港活用、 ダルシフト（鉄道輸送）の推進、
・連結対応を見据えた東ﾚGへの提案  
地方港活用、 ダルシフト（鉄道輸送）の推進、

・連結対応を見据えた東ﾚGへの提案  



２．物流を取り巻く環境変化と対応  

 社会情勢変化   社会情勢変化  

軽油価格上昇（60 140円/L）軽油価格上昇（60 140円/L）

  アジア主要港の勢力図の激変     アジア主要港の勢力図の激変   

  軽油価格上昇（60→140円/L）    軽油価格上昇（60→140円/L）  

 新たな視点 
の

 新たな視点 
の環境規制強化環境規制強化 の

 物流改革が必要  
の

 物流改革が必要   改正省エネ法の施行   改正省エネ法の施行  

 環境規制強化   環境規制強化  

 排ガス規制の導入   排ガス規制の導入  
 ＜キーワード＞  

グ バ オペ シ の拡大グ バ オペ シ の拡大

 事業環境変化   事業環境変化  （１）従来の延長線では限界 
（２）環境変化をチャンスに 
（３）物流の仕組みの変更
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 グローバルオペレーションの拡大 グローバルオペレーションの拡大 （３）物流の仕組みの変更  



３．輸入港の見直しによるコスト、ＣＯ２削減  

 地方港の活用   地方港の活用   釜山港の活用   釜山港の活用   国内輸送の短縮    国内輸送の短縮   

変更前 
凡例   

お客様新潟港新潟港

変更後  

お客様
 釜山港   釜山港  

新潟港 新潟港 

長距離小口輸送運
送コスト   高

埼玉倉庫  
新潟倉庫  

送 高
ＣＯ２排出量 大  

マレ シア工場 東京港東京港

 首都圏相場の  
 倉庫コスト  

Copyright 2010 Toray Industries, Inc. All Rights Reserved. 10 

 マレーシア工場  東京港東京港



４．輸出港の見直しによるコスト、ＣＯ２削減  

 国内輸送の短縮   国内輸送の短縮   事業部の協力   事業部の協力  

＜例：愛媛トレロンの松山港出し＞  

 神戸港   神戸港  凡例   

 松山港   松山港  
変更前 
変更後  製品 輸出港 

ABS樹脂  千葉港  

愛媛工場  松山港  

フィルム  清水港  

釜山港釜山港

3000 

2000

コンテナ本数 (20F換算) 利用拡大  

 釜山港
or  

 上海港  

 釜山港
or  

 上海港  
海外ユーザー

2000 

1000 

20％ 
45％ 

80％ 

 松山港   松山港  

神戸港 神戸港 
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海外 ザ
2006年 2007年 2008年 



＜参考＞釜山港からのフィーダー（小規模輸送）船  

 釜山から国内計39港への  
定期フィーダー船が就航

釜山港釜山港

定期フィ ダ 船が就航

５大港  
凡例   

 釜山港   釜山港  東レ起用地方港 
（2010年3月現在）  
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 高コストの国内輸送を短縮可能に  高コストの国内輸送を短縮可能に 



＜参考＞ 運送・倉庫のコスト構造  

 運送コスト   運送コスト   倉庫コスト   倉庫コスト  

円/kg  

地域別倉庫単価比較重量別運送単価推移
 （東京～大阪）  

30  

25  

小口  
27円/kg  

小口  
27円/kg  10ﾄﾝ車 10ﾄﾝ車  半額   半額  

20  

15  

10

8円/kg   8円/kg   

10  

 5  

 0  

東京   
6,600円/坪  

東京   
6,600円/坪  

▲19円/kg 

 小口出荷     まとめ出荷   
九州   

3,100円/坪   
九州   

3,100円/坪   
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 纏めるほど単価ダウン   纏めるほど単価ダウン   地方倉庫ほど割安   地方倉庫ほど割安  



５．消費地倉庫の活用、既存倉庫への牽制  

プ

 まとめ輸送   まとめ輸送   地方倉庫の活用   地方倉庫の活用   既存倉庫への牽制   既存倉庫への牽制  

＜例：お客様近隣への消費地倉庫の設置（九州プロジェクト）＞

凡例   お客様   
変更前 
変更後   都市部倉庫   都市部倉庫  

お客様  

三島工場  
 地方倉庫   地方倉庫  

お客様  
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 ＣＯ２削減（‘07・08計） =▲840ｔ   ＣＯ２削減（‘07・08計） =▲840ｔ  



＜参考＞ お客様へのモーダルシフト推進パンフレット  

㌧㌧ （（ ））

茨城Ａ社と東レ㈱のﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ推進による茨城Ａ社と東レ㈱のﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ推進によるCO2CO2削減削減  

  Ｃ０２排出量はＣ０２排出量は▲▲６０㌧６０㌧//年年（（▲▲７０７０％％））の大幅削減の大幅削減!!!!  

製 品 ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ短繊維
変更前（トラック） 
 
変更後（鉄道）  

製 品：ﾎ ﾘｴｽﾃﾙ短繊維

販売量：3,000ｔ/年 

距 離：1,000km 

CO2排出量(ﾄﾗｯｸ)排出量(ﾄﾗｯｸ)

86㌧/年 
茨城Ａ社

CO2排出量(鉄道) 
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26㌧/年 
愛媛工場 



６．ユーザー、サプライヤーとの共同物流  

 往復輸送   往復輸送   お客様との共同輸送   お客様との共同輸送  

＜例：Ａ社との共同・往復物流（フィルム）＞  
Ａ社ユーザ   

凡例   
変更前 
 
変更後  

東レ三島工場

 往復運行   往復運行  

東レ三島工場  

製品 共同ユーザー 

樹脂 B社
Ａ社四国工場  

樹脂 B社

ぺフ Ｃ社 

液晶 Ｄ社
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液晶 Ｄ社

 ＣＯ２削減（‘07・08計） =▲600ｔ   ＣＯ２削減（‘07・08計） =▲600ｔ  



７．積載方法見直しによる輸送効率の向上   

 積載効率の向上   積載効率の向上   積載の工夫（現場の知恵）   積載の工夫（現場の知恵）  

＜例：岐阜工場発Ｅ社向けフィルム製品のトラック輸送＞

トラック車幅 14本／車14本／車42本／車42本／車
積
載
数
量

ト

 トラック車幅 14本／車14本／車

 2列×1段   2列×1段  

42本／車42本／車

  ３倍３倍 3列×2段   3列×2段  
量 ラ

ッ
ク
積
載 43台／月43台／月

デッドスペース 
        ｱｯﾌﾟｱｯﾌﾟ    

15台／月15台／月月
間
車
両

載
方
法 

43台／月43台／月15台／月15台／月

    ７割７割    
両
台
数 

        削減削減  
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 ＣＯ２削減（‘07・08計） =▲100ｔ   ＣＯ２削減（‘07・08計） =▲100ｔ  



８．往復・循環物流の推進  

 共同保管   共同保管   共同輸送   共同輸送   共同回収   共同回収  

Ａ社福島  

＜例：関係会社Ａ社との往復・循環物流＞

共同回収共同回収変更前

凡例   
共同回収 共同回収 変更前

 
変更後  

営業倉庫  

 片側物流   片側物流   片側物流   片側物流  

東レ三島

 共同保管   共同保管   往復・循環物流   往復・循環物流  

東レ三島

Ａ社三島 
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９．合繊クラスターの共同物流  

 連携交渉   連携交渉   共同輸送   共同輸送   情報交換   情報交換  
 

例

●●機業場Ｂ機業場Ｂ

【変更前】 
  糸加工場A発の機業場B向け 

と機業場B発染工場Ｃ向けの

変更前 
変更後  

凡例  

●●機業場Ｂ機業場Ｂ  と機業場B発染工場Ｃ向けの
  輸送は別々輸送は別々  
【変更後】 

機業場Ｂ 染工場Ｃ間と 往復物流往復物流  機業場Ｂ→染工場Ｃ間と
  糸加工場Ａ→機業場Ｂ間で 
  往復物流を実施往復物流を実施  

 片側物流   片側物流  
往復物流往復物流

効効  果果  

染工場Ｃ●染工場Ｃ●  ●●糸加工場Ａ糸加工場Ａ  
Ｃｏ２：▲３１％減Ｃｏ２：▲３１％減

物流費：▲４０％減物流費：▲４０％減  
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Ｃｏ２：▲３１％減Ｃｏ２：▲３１％減
      



Ⅲ．今後の課題Ⅲ．今後の課題  
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１．東レ連結での環境物流の基盤構築  

東 グ プ 排出量削減 標＜東レグループのＣＯ２排出量削減目標＞

 日本の削減目標   日本の削減目標  
大幅ダウン

・1990年度比▲25%削減  ・1990年度比▲25%削減  
大幅ダウン

 未把握

運輸部門の削減目標運輸部門の削減目標

TAF
ACE 
TDC

TAF
ACE 
TDC

未把握

 ３社   ３社   1.4万ｔ  
運輸部門の削減目標  運輸部門の削減目標  TDCTDC

・2 2億㌧ → 1 65億㌧・2 2億㌧ → 1 65億㌧

 東レ   東レ   4.2万ｔ  

2.2億㌧ → 1.65億㌧  2.2億㌧ → 1.65億㌧  

2007年  2015年   連結でＣＯ２削減   連結でＣＯ２削減  
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 環境対応のための“物流基盤の整備”が急務   環境対応のための“物流基盤の整備”が急務  



２．物流システム導入によるグループ内のＣＯ２把握  

東レグループ物流システム“ＡＴＬＡＳ”  東レグループ物流システム“ＡＴＬＡＳ”  2010年11月スタート  

 トンキロやＣＯ２排出量を製品別、ユーザー別に自動計算  トンキロやＣＯ２排出量を製品別、ユーザー別に自動計算 

約９０％ 約９０％ 
（１）国内グループ会社 
・連結子会社６１社中、主要２５社にシステム展開（2012年迄に15社） 
（ ）海外グ プ会社

 をカバー  をカバー 
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（２）海外グループ会社
・連結子会社７８社中、主要３３社をＥｘｃｅｌ集計 



３．２１世紀の東レグループの物流構築へ   

 21世紀型  
物流

 21世紀型  
物流物流改革の進化と拡大物流改革の進化と拡大 物流  物流  

 全体最適   全体最適  
物流改革の進化と拡大  物流改革の進化と拡大  

 グローバル物流の強化と構築   グローバル物流の強化と構築  

グロｰバルグロｰバル
 20世紀型  

物流
 20世紀型  

物流 国内国内

グロ バル  
 連携 

グロ バル  
 連携  物流   物流  

 個別最適   個別最適  
 各社  
 単独  
 各社  
 単独  

国内
 連携  

国内
 連携  
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 事業部・生産本部・関係会社と連携し推進中   事業部・生産本部・関係会社と連携し推進中  



ご静聴ありがとうございました。  

Copyright 2010 Toray Industries, Inc. All Rights Reserved. 24 


